
第　５８　号議案

第１条　令和２年度久留米市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

第２条　令和２年度久留米市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

　第１款　下水道事業費用 千円 千円 千円

　　第１項　営業費用 千円 千円 千円

第３条　予算第１０条に定めた経費の金額を次のように改める。

　　　職員給与費 千円 千円 千円

　　　　　令和２年６月９日提出

　

（ 科 目 ） （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ）

（ 科 目 ） （ 既 決 予 定 額 ）

７,１３２,１８３

福岡県久留米市長　 大　久　保　　勉

６,０５９,１９８ △ ２８３ ６,０５８,９１５

△ ２８３

（ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ）

７,１３１,９００

令和２年度 久留米市下水道事業会計補正予算（第１号）

４９２,７３０ △ ２８３ ４９２,４４７

（ 計 ）

支　　　　　　　出
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△ ２８３

△ ２８３

△ ２８３

６,０５８,９１５

２４,９９７

令 和 ２ 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

１　営業費用 ６,０５９,１９８

計（千円） 備　　　　　　考

収 益 的 支 出

款 項 目 既決予定額（千円） 補正予定額（千円）

千円

１　下水道事業費用 ７,１３２,１８３ ７,１３１,９００

６　総係費 １５０,０６５ １４９,７８２ 手　当　等

法定福利費 ８,５４９
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令和２年度　久留米市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 ２６２,８３９

　　減価償却費 ３,６９０,８５５

　　退職給付引当金の増加額 ２５,１９５

　　賞与引当金の増加額 ４,１１３

　　貸倒引当金の増加額 ２３４

　　長期前受金戻入額 △ １,９７２,４７４

　　受取利息及び配当金 △ １

　　支払利息及び企業債取扱諸費 ９２７,２２６

　　固定資産除却損 ９１,０８３

　　未収金の減少額 ３６７,８０６

　　未払金の増加額 ２６,７９８

　　小計 ３,４２３,６７４

　　利息及び配当金の受取額 １

　　利息の支払額 △ ９２７,２２６

　　業務活動によるキャッシュ・フロー ２,４９６,４４９

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ ７,６５４,４８２

　　国庫補助金等による収入 １,８４３,８５８

　　他会計からの繰入金による収入 ６９５,２６５

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ５,１１５,３５９

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ５,５４７,３００

　　その他の企業債による収入 ４１５,１００

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ３,０９６,２５５

　　その他の企業債の償還による支出 △ ４９２,９８９

　　財務活動によるキャッシュ・フロー ２,３７３,１５６

４　資金増加額（又は減少額） △ ２４５,７５４

５　資金期首残高 １,０５７,７５９

６　資金期末残高 ８１２,００５
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１　総　　括

特別職 一般職 報　 　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１１ ２８

(８)

２５

(２)

１１ ５３

(１０)

１１ ２８

(８)

２５

(２)

１１ ５３

(１０)

０ ０

(０)

０

(０)

０ ０

(０)

(　　)内は短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員で外数

△ ２８３合　　計 ０ ０ △ ２４３ △ ２４３ △ ４０

０ ０ ０ ０ ０

４９２,８６８

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 ０ ０ △ ２４３ △ ２４３ △ ４０ △ ２８３

資本勘定支弁職員

合　　計 １３８ ２２７,５２１ １９３,９６５ ４２１,６２４ ７１,２４４

１００,８９３ ７４,７３０ １７５,６２３ ３３,３３０ ２０８,９５３

４９２,５８５

補
　
正
　
前

損益勘定支弁職員 １３８ １２６,６２８ １１９,２３５ ２４６,００１ ３７,９１４ ２８３,９１５

資本勘定支弁職員

合　　計 １３８ ２２７,５２１ １９３,７２２ ４２１,３８１ ７１,２０４

３７,８７４ ２８３,６３２

資本勘定支弁職員 １００,８９３ ７４,７３０ １７５,６２３ ３３,３３０ ２０８,９５３

補　　正　　予　　算　　給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費

補
　
正
　
後

損益勘定支弁職員 １３８ １２６,６２８ １１８,９９２ ２４５,７５８
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 ９,７６３ ６,７０９ ５,４０２

補　正　前 ９,７６３ ６,７０９ ５,４０２

比　　　較 ０ ０ ０

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 ２７,６６５ １,３２７ ４,２１５ ４０

補　正　前 ２７,６６５ １,３２７ ４,２１５ ４０

比　　　較 ０ ０ ０ ０

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 ６１,８８３ ４１,０１２ ３５,７０６

補　正　前 ６２,１２６ ４１,０１２ ３５,７０６

比　　　較 △ ２４３ ０ ０

区　  分

区  　分

区　  分
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　 　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１１ ２８

(６)

２５

(２)

１１ ５３

(８)

１１ ２８

(６)

２５

(２)

１１ ５３

(８)

０ ０

(０)

０

(０)

０ ０

(０)

(　　)内は短時間勤務職員で外数

０

給　　　　与　　　　費

１３８

１３８

１３８

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

補
　
正
　
後

区　　　　　分

職　員　数

補
　
正
　
前

１３８

比
　
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

０

７４,７３０ １７５,６２３ ３３,３３０ ２０８,９５３

４８８,４９７

１２３,７５８ １１８,６５１ ２４２,５４７

１２３,７５８ １１８,４０８ ２４２,３０４ ３７,２４０ ２７９,５４４

１００,８９３

３７,２８０ ２７９,８２７

２２４,６５１ １９３,１３８ ４１７,９２７ ７０,５７０

１００,８９３

２２４,６５１ １９３,３８１ ４１８,１７０

２０８,９５３３３,３３０１７５,６２３７４,７３０

７０,６１０ ４８８,７８０

０ △ ２４３ △ ２４３ △ ４０ △ ２８３

０

０ △ ２４３ △ ２４３ △ ４０ △ ２８３

０ ０ ０ ０
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 ９,７６３ ６,７０９ ５,４０２

補　正　前 ９,７６３ ６,７０９ ５,４０２

比　　　較 ０ ０ ０

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 ２７,６６５ １,３２７ ４,２１５ ４０

補　正　前 ２７,６６５ １,３２７ ４,２１５ ４０

比　　　較 ０ ０ ０ ０

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 ６１,２９９ ４１,０１２ ３５,７０６

補　正　前 ６１,５４２ ４１,０１２ ３５,７０６

比　　　較 △ ２４３ ０ ０

区　  分

区  　分

区　  分
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　イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報　 　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

(２)

(２)

(２)

(２)

(０)

(０)

(　　)内はパートタイム会計年度任用職員で外数

職　員　数

０合　　計 ０ ０ ０ ０

４,０８８

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 ０ ０ ０ ０ ０

資本勘定支弁職員

合　　計 ２,８７０ ５８４ ３,４５４ ６３４

４,０８８

補
　
正
　
前

損益勘定支弁職員 ２,８７０ ５８４ ３,４５４ ６３４ ４,０８８

資本勘定支弁職員

合　　計 ２,８７０ ５８４ ３,４５４ ６３４

４,０８８

資本勘定支弁職員

区　　　　　分

給　　　　与　　　　費

補
　
正
　
後

損益勘定支弁職員 ２,８７０ ５８４ ３,４５４ ６３４
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後

補　正　前

比　　　較

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後

補　正　前

比　　　較

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 ５８４

補　正　前 ５８４

比　　　較 ０

区　  分

区  　分

区　  分
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２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増　減　額(千円） 説　　　　　明 備　　　　　考

手　当 △ ２４３ 　１　そ の 他 の △ ２４３

　　　増　減　分

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)
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（単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ ４,８４４,０４０

ロ ６,１６１,１４７

△ １,３４６,３９２ ４,８１４,７５５

ハ １２０,６４０,２５８

△ １７,５４２,３７６ １０３,０９７,８８２

ニ １３,４８４,９２７

△ ５,１２７,７３３ ８,３５７,１９４

ホ ７９

０ ７９

へ ４２,２３５

△ １４,０３７ ２８,１９８

ト １,２６０,０７５

１２２,４０２,２２３

１２２,４０２,２２３

２　流　　動　　資　　産

（１） ８１２,００５

（２） ２,２２１,３６９

△ ２１,８１５ ２,１９９,５５４

（３） ６１８,０００

３,６２９,５５９

１２６,０３１,７８２

現 金 ・ 預 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

建 設 仮 勘 定

前 払 金

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

令 和 ２ 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資　　　産　　　の　　　部

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

（令和３年３月３１日）

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

未 収 金

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ ６１,３７１,４５５

ロ ３,８７５,０８６

６５,２４６,５４１

（２）

イ ５００,０００

５００,０００

（３）

イ １５１,６００

１５１,６００

６５,８９８,１４１

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ ３,２５８,３３８

ロ ５４１,６０６

３,７９９,９４４

（２） １,８３９,９４９

（３）

イ ３７,４６６

３７,４６６

（４） ２４,４３０

５,７０１,７８９

５　繰　延　収　益

（１） ４７,８９７,７２０

△ １０,５３５,６５６ ３７,３６２,０６４

（２） ４,４２７,７９５

４１,７８９,８５９

１１３,３８９,７８９

企 業 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

引 当 金

他 会 計 借 入 金 合 計

引 当 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

他 会 計 借 入 金

長期前受金収益化累計額

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金
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６　資　　本　　金 ９,４２６,３４４

７　剰　　余　　金

（１）

イ ５１６,８７４

ロ １,８５６,７４８

２,３７３,６２２

（２）

イ ８４２,０２７

８４２,０２７

３,２１５,６４９

１２,６４１,９９３

１２６,０３１,７８２

受 贈 財 産 評 価 額

資　　　本　　　の　　　部

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

国 県 市 補 助 金

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金
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会計に関する書類における注記 

 

 Ⅰ．重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法     定額法による。 

・主な耐用年数 

 建物           0～50 年 

 構築物          0～50 年 

 機械及び装置       0～20 年 

 車両運搬具          0 年 

 器具及び備品       0～15 年 

  平成 26 年 4月 1日地方公営企業法適用(以下「法適用」という。)により、法適用後の減価償却の耐用年数は残存耐用年数のため、減価償却済みの資産     

 については耐用年数が 0年になる。 

（２）リース資産 

     現在リース契約を締結しているものは、所有権移転外のファイナンス・リース取引及びオペレーティング・リース取引であり、所有権移転外のファイナ

ンス・リース取引については、地方公営企業法任意適用事業者の特例的会計処理が認められているため、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っている。 

  ２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

     職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における下水道事業が負担すべき退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する

額（12月から 3 月までの 4ヶ月分）を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。 
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  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 Ⅱ．令和２年度予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

     貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれ

る額は、27,525,240,000 円である。 

  ２ 引当金の取り崩し 

  （１）退職給付引当金の取り崩し 

     令和２年度において、退職手当 10,511,000 円を支給するために、退職給付引当金 10,511,000 円を取り崩す予定である。 

  （２）賞与引当金の取り崩し 

     令和２年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及び法定福利費 112,171,000円の支出のために、賞与引当金 33,353,000 円を取り崩す予定である。 

  （３）貸倒引当金の取り崩し 

     令和２年度において、不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 4,163,000 円を取り崩す予定である。 

   ３ リース契約により使用する固定資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 13,731,258 円 

     １年超 38,032,653 円 

      計    51,763,911 円 

 

Ⅲ．令和元年度予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

     貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれ

る額は、26,942,956,000 円である。 

  ２ 引当金の取り崩し 
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（１）退職給付引当金の取り崩し 

     令和元年度において、退職手当 6,229,530 円を支給するために、退職給付引当金 6,229,530 円を取り崩す予定である。 

（２）賞与引当金の取り崩し 

     令和元年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及び法定福利費 98,896,393 円の支出のために、賞与引当金 34,214,000円を取り崩す予定である。 

（３）貸倒引当金の取り崩し 

     令和元年度において、不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 4,073,000 円を取り崩す予定である。 

  ３ リース契約により使用する固定資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 15,093,358 円 

     １年超 51,763,911円  

      計    66,857,269 円 

 

 Ⅳ．セグメント情報の開示 

  久留米市下水道事業は、下水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書及び貸借対照表等と重複することからセグメント情報は省略する。 
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